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2025（令和７）年３月 

兵庫県における人口の将来展望 

～兵庫県将来人口推計（2020～70 年）～ 

 

はじめに  

本県の将来推計人口は、2015 年 10 月に策定した「兵庫県地域創生戦略」中の「人口

の将来展望」が直近のものとなるが、その後、2020 年国勢調査の結果と国立社会保障・

人口問題研究所（以下「社人研」という。）の新たな将来推計が公表されたことから、こ

れらを活用して、新たな推計を行った。 

推計手法は、前回同様、コーホート要因法を採用し、推計条件（仮定値）は、社人研

の新しい推計に準拠しつつ、得られる最新のデータを用いて精査し、独自に設定した。  

また、将来の多様なシナリオに対応できるよう、複数の仮定値を設定した。  

具体的には、人口の変動要因である出生、死亡のそれぞれについて 3 パターンの仮

定値を設定し、パターン別の推計を実施した。出生、死亡、移動各中位の推計結果を基

準推計として主に活用していくが、そもそも不可知な未来を予測するものであることか

ら、パターン別推計の結果が示す幅の中のどこかに将来の本当の人口が出現しうるもの

と理解すべきである。  

以下に、推計方法と推計結果の概要について報告する。 

 

推計方法  

１ 推計期間  

・2020～2070 年の 50 年間とした。 

・推計年は 2020 年から 5 年間隔とした。 

 

２ 推計手法  

・コーホート要因法１）により性別、年齢 5 歳階級別の推計値を算出した。 

 

３ 推計条件  

・コーホート要因法の推計手順は【図 1】のとおりである。 

出発点の人口と、将来の出生、死亡、移動の各水準の仮定値を設定する必要がある。  

 

（１）出発点の人口 

・推計の出発点となる人口（基準人口）は、2020 年国勢調査に基づく 2020 年 10 

 月 1 日現在の総人口（県計 5,465,002 人）とした。 

 

１）コーホート（Cohort）とは「同時期に出生した人口集団」のこと。ある年の性別・年齢階級別

の人口集団を基準として、この人口集団を変化させる要因（出生・死亡、転入・転出）の仮定

値を当てはめて将来人口を推計する手法がコーホート要因法である。 
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【図 1】コーホート要因法による推計手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2）子ども女性比とは、0～4 歳人口と 20～44 歳女性人口の比であり、出生率の代替指標として用い

られる。 
 

（２）推計条件  

推計条件（仮定値）は、社人研の地域別推計に準拠しつつ、得られる最新のデー

タを用いて設定した。将来の出生水準を示す指標は「子ども女性比」を用いた。 

【仮定値の設定】 

 自然増減（出生－死亡） 社会増減（転入－転出） 

推計１ 

（社人研） 

・出生（中位）：県出生率中位推計 

・死亡（中位）：県生残率中位推計 

・将来の移動水準は、社人研の地域別推

計の純移動率に準拠 

推計２

（独自） 

・出生（高位）：県出生率中位推計に、国の中

位に対する高位の比率を乗じて推計 

・死亡（低位）：県生残率中位推計に、国生残

率の中位推計に対する高位推計の比率を

乗じて推計 

・将来の移動水準は、社人研の地域別推

計の純移動率に準拠 

 

推計３

（独自） 

・出生（独自）：合計特殊出生率は、2029 年

時点は、「子ども子育て未来プラン（2025～

2029）」の目標値である 1.27 に準拠し、2070

年時点は、県出生率中位推計（2070 年：

1.39）と県出生率高位推計（2070 年：1.67）

の中間値である 1.53 を適用（子ども女性

比は、合計特殊出生率に社人研の換算率を

用いて算出） 

・死亡（低位）：県生残率中位推計に、国生残

率の中位推計に対する高位推計の比率を

乗じて推計 

・将来の移動水準は、社人研の地域別推

計の純移動率に準拠 

・奨学金返済支援制度や住宅支援施策、

移住促進施策の充実などの政策効果

を反映（2030 年以降、2,400 人/年の

社会増が継続すると仮定） 

 

 

〈出発点の人口〉 
t 年の人口（性別・年齢 5 歳階級別） 

 

〈将来の死亡の水準〉 
生残率 

（性別・年齢５歳階級別） 

〈将来の出生の水準〉 
子ども女性比 2) 

及び 0～4 歳性比 

〈将来の移動の水準〉 
純移動率 

（性別・年齢５歳階級別） 

0～4 歳 
（t＋５）年の人口 

（性別・年齢 5 歳階級別） 

性別出生数 

 
 

ｔ年 

(ｔ+5)年 
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【表 1-1】仮定値の設定（生残率中位_死亡中位） 
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【表 1-2】仮定値の設定（生残率高位_死亡低位） 
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【表 1-３】仮定値の設定（純移動率） 
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４ 推計結果  

2070 年の本県人口は推計１では 340 万人、推計２では 397 万人、推計 3 では 379 万 

人となる（図２・表２）。 

 

【図２】人口シミュレーション結果 

 

 
【表２】人口シミュレーション結果 
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５ 目指すべき将来人口 

（１）総人口 

推計１では 2070 年の本県人口は 340 万人と推計されている。同推計を基本に、 

第三期兵庫県地域創生戦略に基づく取組推進による効果を踏まえた推計３では、本

県の総人口は 2070 年で 380 万人程度となり、これを本県の目指すべき将来人口と

する。これは、基準とする 2020 年の約 70％、約 167 万人の減少となる（図３・表

３・表４）。 

なお、目指すべき将来人口は、今後の人口動向等を注視し、必要に応じて見直し

を行う。 

 

【図３】将来人口の推移 

（千人） 

 

【表３】将来人口の推移 
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【図４】2070 年の人口構造 

  

（２）年齢区分別人口構成 

総人口の推計結果を年齢区分別に見た際のポイントは次のとおり（図５・６）。 

①  年少人口（0～14歳） 

・2020年の667千人から2070年には362千人（20年比54％）まで減少する。 

・比率は12.2％（2020年）から9.5％（2070年）へ低下する。 

②  生産年齢人口（15～64歳） 

・2020年の3,197千人から2070年は1,839千人（20年比58％）まで減少する。 

・比率は58.5％（2020年）から48.5％（2070年）へ低下する。 

③  老年人口（65歳以上） 

・2020年の1,601千人から2045年の1,826千人（20年比114％）まで増加した 

後、減少に転じ、2070 年には1,589千人（20年比99％）となる。 

・比率は29.3％（2020 年）から41.9％（2070年）へ上昇する。 

・また、75 歳以上は、2020年の831千人から2055年の1,202千人（20年比

145％）まで増加した後、減少に転じ、2070年には1,079千人（20年比 

130％）となる。 

・比率は 15.2％（2020 年）から 28.5％（2070 年）へ上昇する。 
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【図５】年齢区分別人口推移（第三期戦略目標 推計３） 

 
 

【図６】年齢区分別人口割合（第三期戦略目標 推計３） 
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